
令和６年度第３回

県市町村ＧＸ推進会議
実務者会議
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令和７年２⽉13⽇（⽊）



１．次年度の予算関連施策について
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１．次年度の予算関連施策について

以下の事業は、令和7年度に実施予定の各事業の説明で
あり、今後開催される議会の議決をもって正式に決まる
ことをご了承ください。
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１．次年度の予算関連施策について

【地球温暖化対策実⾏計画等策定事業費補助⾦】
〇事業概要
県内市町村が実⾏性のある地球温暖化対策の施策を進めることができるよ

う、地球温暖化対策実⾏計画（区域施策編）等を定める場合に要する経費
（委託費）に対して補助を⾏う。
〇補助対象者
市町村

〇補助対象経費
地⽅公共団体実⾏計画（区域施策編）等策定に係る委託費

〇補助率
３分の２

〇補助額
上限400万円
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１．次年度の予算関連施策について

【⾃⽴・分散型エネルギーシステム設計等⽀援事業費補助⾦】
〇事業概要
災害時においても地域で⼀定のエネルギーを賄う⾃⽴・分散型エネルギー

供給システムの事業化を前提とした設計等を進めようとする取組を⽀援する
もの。
〇補助対象者
市町村等

〇補助対象経費
補助対象事業に要する経費

〇補助額
定額補助（上限500万円）



【事業者向け省エネルギー対策推進事業費補助】
〇事業概要
中⼩事業者等における地球温暖化対策の推進を図るため、既存の設備を⾼

効率な機器へ更新する費⽤の⼀部を補助するもの。
〇補助対象事業者
中⼩企業者（中⼩企業基本法で規定される事業者）
年間のエネルギー使⽤量（原油換算）が1,500kL未満の事業所等の所有者

〇対象設備
⾼効率空調機器、⾼機能換気設備、⾼効率照明機器、⾼効率給湯機器

〇上限額、補助率

※省エネ診断⼜は⼆酸化炭素排出量の算定は必須要件

補助対象 補助率 上限額
いわて脱炭素化経営企業等認定あり

１/２
800千円

〃 なし 500千円

１．次年度の予算関連施策について
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【事業者向け⾃家消費型太陽光発電設備設置事業】
〇事業概要
県内の事業者が⾏う⼀定規模以上の⾃家消費型太陽光発電設備を設置する経

費に対し、予算の範囲内で補助するもの。
〇補助対象事業者
県内事業者（岩⼿県内に事業所等を有し、事業活動を⾏っている者）

〇対象設備
太陽光発電設備（20kW以上）

〇上限額

※出⼒［kW］の⼤きい順に交付決定します。

補助対象 上限額
中⼩事業者等（中⼩企業者、年間エネルギー使⽤量
1,500kL未満の事業所等）

出⼒に5万円/kWを乗じて得た額
(上限額50,000千円）

中⼩事業者等以外 出⼒に3万円/kWを乗じて得た額
(上限額30,000千円）

１．次年度の予算関連施策について
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【事業者向けEV等導⼊事業費補助】
〇事業概要
事業者による太陽光発電設備及び電気⾃動⾞等（EV等）へのセット補助。

〇補助対象事業者
中⼩企業者（中⼩企業基本法で規定される事業者）
年間のエネルギー使⽤量（原油換算）が1,500kl未満の事業所等の所有者

〇対象設備・補助率・上限額
①太陽光発電設備、②蓄電池、③EV（PHV）、④充放電設備

上限額
省エネ診断または⼆酸化炭素排出量の算定

なし あり

いわて脱炭素
化経営企業等
認定

な
し

①太陽光発電：500千円
②蓄電池：750千円
③EV：850千円、PHV：550千円
④充放電設備：750千円

①太陽光発電：600千円
②蓄電池：950千円
③EV：850千円、PHV：550千円
④充放電設備：950千円

あ
り

①太陽光発電：600千円
②蓄電池：950千円
③EV：850千円、PHV：550千円
④充放電設備：950千円

①太陽光発電：750千円
②蓄電池：1,250千円
③EV：850千円、PHV：550千円
④充放電設備：1,250千円

１．次年度の予算関連施策について
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【EV等普及促進事業費補助】
（電気バス、電気タクシー、充電インフラ等補助⾦）
〇事業概要

電気バス、電気タクシー等を導⼊する経費や、幅広く県⺠が利⽤可能な充電
設備を導⼊する経費の⼀部を補助するもの。

〇補助対象経費・補助額

※⾞両本体価格について、オプション等の諸費⽤は含まない。
※充放電設備について、本体及び機器を構成するために必要な付属品、蓄電池を含み、⼯事費は含まない。

電気バス、
電気バス⽤充放電設備

電気タクシー等、
電気タクシー等⽤充放電設備

充電設備

対象
経費

①EVバス⾞両本体
②充放電設備本体

①EVタクシー⾞両本体
②PHVタクシー⾞両本体
③充放電設備本体

①充電設備本体

補助額
①1/3以内
②1/4以内
※上限額計2,000万円

①1/4以内（上限額60万円）
②1/4以内（上限額30万円）
③1/4以内（上限額37.5万円）

①1/4以内（上限額95万円）

１．次年度の予算関連施策について
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１．次年度の予算関連施策について

【岩⼿県再⽣可能エネルギー発電施設等⽴地促進資⾦貸付⾦】
〇事業概要
再⽣可能エネルギー設備及び省エネルギー設備の導⼊を⽀援するため、低利融資を⾏う。

「再⽣可能エネルギー設備導⼊事業資⾦」
・貸付対象者
県内に事業所を有する中⼩企業者で、県内に再⽣可能エネルギー設備を導⼊する事業者

「省エネルギー設備導⼊事業資⾦」
・貸付対象者
「いわて脱炭素化経営企業等認定制度（いわて地球環境にやさしい事業所）」として、岩⼿
県から認定を受けている事業者で、県内に省エネルギー設備（中⼩企業信⽤保険法施⾏規則
別表第⼆の⼀に掲げる施設）を導⼊する事業者

（申込先）
県内の普通銀⾏、信⽤⾦庫及び株式会社商⼯組合中央⾦庫

資⾦使途 融資限度額 貸付期間(据置期間) 貸付利率 保証料率
設備資⾦
運転資⾦ ２億８千万円以内 15年以内(２年)

10年以内(１年) ３年以内 年1.7％以内
３年超10年以内 年1.9％以内
10年超15年以内 年2.1％以内

0.45％〜1.7％
(普通保証)

設備資⾦ ２億円以内 15年以内(２年) 1.05％
(エネルギー対策保証)

資⾦使途 融資限度額 貸付期間(据置期間) 貸付利率 保証料率

設備資⾦ ５千万円以内 15年以内(２年)
３年以内 年1.7％以内
３年超10年以内 年1.9％以内
10年超15年以内 年2.1％以内

0.45%~1.7%
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１．次年度の予算関連施策について

【いわて省エネルギー住宅建設推進事業費補助⾦】
〇事業概要
2050年カーボンニュートラルの実現に向けて、新築住宅の省エネ化を推進
するため、省エネ性能の⾼い住宅の建設に要する経費に対して補助する。

〇補助対象者
県内に新築する⼾建住宅の建築主等

〇補助対象経費
・ZEHを上回る基準（断熱等級6⼜は7）を満たす住宅
・太陽光発電設備
・HEMS（ホームエネルギーマネジメントシステム）
・蓄電池

〇補助率
定額⼜は3分の2

〇補助額
上限 等級6：1,773千円、等級7：2,573千円
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１．次年度の予算関連施策について

新規事業等を実施予定の市町村がありましたら、
情報提供をお願いします。

〇令和７年度市町村予算について



「脱炭素・LGBT・役割分担論」『厚⽣福祉』令和5年6⽉

１．次年度の予算関連施策について

13R6.11 内閣府 国⺠の安⼼・安全と持続的な成⻑に向けた総合経済対策



14R7.1 市町村への照会より

活⽤予定あり, 3

活⽤予定なし, 
30

今回の国の経済対策を活⽤した施策の検討状況について
（省エネ家電等の買い換え促進）

活⽤予定あり 活⽤予定なし

☆活⽤予定ありの市町村から情報提供

１．次年度の予算関連施策について



２．自治体保有施設の脱炭素化
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２．⾃治体保有施設の脱炭素化

県有施設の脱炭素化に向けた基本⽅針（R5.10）
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２．⾃治体保有施設の脱炭素化

「各市町村におけるＬＥＤの更新状況」や、
「その他の⾃治体保有施設の脱炭素化に関連する
取組例（EVの導⼊等）」について情報交換。


